
※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号 第一次交付限度額

メールアドレス 第二次交付限度額

交付対象経費 第三次交付限度額（地方単独分）                         343,326 
1/23以降緊急事態措置等

に係る別途算定額

国庫補助事業費 第三次交付限度額（補助裏分）                           32,351 うち法定率事業分         4,247 

地方単独事業費
第三次交付限度額のうち

本省繰越希望額
（第三次地単分＋法定率事業分以内）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

 1,960,603  46,007  23,002  1,919,251  -  18,050  300 

1 ○ 単 ‐
旭市元気回復
特別給付金給
付事業

①家計への支援として国の特別定額給付金と同時に、1
世帯当たり２万円の「元気回復特別給付金」を支給する。
②③
ⅰ元気回復特別給付金
　1世帯20,000円×27,000世帯＝540,000,000円
ⅱ事務費
　人件費・印刷製本費・手数料など　4,350,000円
　合計　544,350,000円

－ － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.10  544,350  544,350 
R2補正
（地）

2 ○ 単 36
防災活動支援
事業

①避難所における新型コロナウイルス感染症対策
②消耗品・備品の購入、備蓄倉庫の新設、避難所トイレの
環境整備及び上下水用非常用発電機設置、情報伝達設
備整備
③
・【消耗品；4,291千円】感染症対策用ガウン；1,210円×
400着=484千円、フェイスガード；110円×2,400枚=264千
円、マスク；35.68円×35,000枚=1,249千円、非接触体温
計；9,218円×50台=461千円、消毒液；1,980円×200本
=396千円、次亜塩素酸ナトリウム液；196円×200本=39千
円、ゴム手袋；905円×20箱=18千円、敷マット；2,299円×
600枚=1,380千円
・【備品;1,980千円】パーテーション；13,200円×50個= 660
千円、折り畳みベッド；13,200円×100個=1,320千円、
・【備蓄倉庫4,840千円】2,420千円×2か所
・【トイレ環境整備;9,174千円】海上公民館トイレ洋式
化;3,146千円、総合体育館トイレ上下水道用設備非常用
発電機設置工事；6,028千円
・【情報伝達設備整備;539千円】;第1中学校テレビアンテ
ナ設置工事
④災害対策本部及び避難所

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.9 R3.3  20,824  20,824 

R2補正
（地）

3 単 12
公共的空間安
全・安心確保
事業

①・②保健センター等の公共施設での感染拡大防止のた
めの消耗品・備品を購入する。
③【消耗品；6,478千円】パーテーション;9,680円×10個
=96,800円、フェイスシールド;3,960円×205個=811,800
円、非接触型体温計;9,350円×23個= 215,050円、手指消
毒液(500ml);1,980円×1,225本=2,425,500円、防護
服;1,210円×500ｾｯﾄ= 605,000円、ペーパータオル;115円
×596個=68,540円、その他消耗品(ビニールシート
他);946,936円、マスク;14,000枚×32.44円=454,160円、ビ
ニール手袋;46箱×1,000円=46,000円、アルコール消毒液
(5L);5,000円×110本=550,000円、手洗用石鹸;500円×
293個=146,500円、消毒液(1L);2,310円×48本=110,880円
【通信運搬費;130千円】マスク郵送料1,252通分
【備品;17,422千円】パーテーション;68,200円×2個
=136,400円、無線呼び出し機一式;1,926,100円、スクリー
ニングサーモグラフィシステム;710,600円、モバイルバッテ
リー;24,800円×2台=49,600円、タブレット式サーマルカメ
ラ（ディスペンサー付）;180,400円×70台＝12,628,000円、
AIサーマルカメラ;985,600円×2台＝1,971,200円
④　地方公共団体

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.9 R3.4以降  24,030  24,030 

購入予定の物品の生
産が追い付いていない
ため、R3.4以降の納品
となる可能性があるた
め。

R2補正
（地）

4 ○ 単 ‐
在宅勤務導入
支援事業

①外出自粛及びそれに伴うテレワークをはじめとする多様
な働き方の拡大に対応するため
②オンライン環境整備に係る経費
③ノート型パソコン　148,280円×30台=4,448,400円
　Webカメラ等付属機器　13,420円×30台=402,600円
　事務用ソフトウェア　11,000円×30台=330,000円
　保守サポート5年　52,800円×30台=1,584,000円
④地方公共団体

－ － － － －

Ⅳ-３．リモート
化等によるデ
ジタル・トラン
スフォーメー
ションの加速

④行政IT化 R2.9 R3.3  6,765  6,765 
R2補正
（地）

★★令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 千葉県 0479-62-5307 第一次配分額                  283,285                                                                                283,285 

地方公共団体名 旭市 kikaku@city.asahi.lg.jp 第二次配分額                  765,146                                                                                765,146 

都道府県・市町村コード（５桁） 12215                                                     1,919,251 第三次配分予定額
（本省繰越希望額を除く）

                 375,677 

担当部局課名 企画政策課                                                        23,005 本省繰越予定額                           - 

担当者氏名 醍醐　快章                                                     1,896,246 配分予定額計                1,424,108                                                                                        - 

移替先 総務省                                                                             1,424,108 

合計

Ｎｏ

確
認
済
み
事
業

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

Ｎｏ

確
認
済
み
事
業

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事
業の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

5 ○ 単 12
公共的空間安
全・安心確保
事業

①公共空間（建設中の新庁舎）における感染リスクを削減
する。
②窓口等での飛沫感染防止壁等の設置係る経費
③対策パネル　106枚　9,837,000円
（窓口カウンター93枚、総合案内7枚、議場3枚、監査委員
事務局机3枚）
④地方公共団体

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.10 R3.3  9,837  9,837 

R2当初
（地）

6 単 ‐
旭市中小企業
等事業継続支
援金給付事業

①影響を受ける中小企業者等の事業の継続を支援
②給付金及び事務費
③
・給付金：合計1,606件、261,100千円
　内訳：50％以上減少;20万円×1,005件＝201,000千円、
30％以上減少等;10万円×328件＝32,800千円、飲食店
等緊急支援給付金給付事業者への追加給付;10万円×
273件=27,300千円
・事務費：792千円
　会計年度任用職員（2人×40日分）の内訳：報酬 187千
円、労災等保険料 - 円、費用弁償13千円
　その他内訳：事務用消耗品 127千円、印刷製本費226千
円、通信運搬費 199千円、事務機器賃借料 40千円
④売上が前年同月比50％・30%の減少した事業者

－ ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.7 R3.4以降  261,892  261,892 
対象とする期間を令和
3年3月まで延長したた
め。

R2補正
（地）

7 ○ 単 ‐
旭市プレミア
ム付共通商品
券発行事業

①プレミアム付き商品券を発行し消費者の購買意欲を高
め、地域経済の活性化図る。プレミアムを通常の10％から
30％に上乗せし、１セット(1,000円×13枚綴り)を10,000円
で15,000ｾｯﾄ販売。
②追加のプレミアム分(20%)及び商品券換金手数料3%分
の一部
③
・プレミアム分；商品券10,000円×30%×15,000ｾｯﾄ
=45,000,000円（対象経費：追加分(20%)の30,000千円、対
象外経費：15,000千円（当初予算に計上済みの通常の
10％分））
・換金手数料；発行額(13,000円×15,000ｾｯﾄ)×
3%=5,850,000円（対象経費：追加分の3,850千円、対象外
経費：2,000千円（当初予算に計上済みの通常分））
④旭市商業振興連合会

－ － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

⑲商品券・旅
行券

R2.11 R3.4以降  50,850  33,850  17,000 
商品券の使用期間の
終期が4月以降となる
ため。

R2補正
（地）

8 単 ‐
旭市農水産業
経営継続支援
金給付事業

①影響を受ける農水産業の継続を支援
②給付金及び事務費
③
・給付金：合計387件、66,400千円
　内訳：50％以上減少;20万円×277件=104,000千円、
30％以上減少;10万円×600件=60,000千円
・事務費921千円
　会計年度任用職員報酬（1人×80日分）の内訳：報酬
482千円、労災等保険料 81千円、費用弁償 26千円
　その他内訳：事務用消耗品 59千円、印刷製本費 121千
円、通信運搬費 60千円、事務機器賃借料 92千円
④売上が前年同月比50％・30%の減少した農水産業者

－ ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.7 R3.4以降  67,321  67,321 
対象とする期間を令和
3年3月まで延長したた
め。

R2補正
（地）

9 ○ 単 ‐
公共施設安
全・安心確保
事業

①庁舎（ロビーやトイレ等）で感染拡大を防止するための
備品を購入する
②体温測定スマートカメラの購入
③単価168,600円×3台
④地方公共団体

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3  506  506 
R2補正
（地）

10 ○ 単 ‐
道の駅換気機
能強化事業

①出入口開放による換気強化による店内温度の上昇や
低下を抑えるため、空調機能を強化・改修を行う。
②店内空調エアコンの改修費
③空調エアコン改修工事　2,108,810円
④道の駅 季楽里あさひ

－ － － ○ －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.9 R3.3  2,109  2,109 

R2補正
（地）

11 ○ 単 ‐
公共交通応援
事業

①市民の生活の足となっている市域内を運行する公共交
通事業者へ事業継続支援・感染対策のため奨励金を交
付し、事業継続に寄与することを目的とする。
②公共交通事業者へ対する補助金
③
・タクシー事業者（基本額10万円+登録台数×3万円 ※1
事業者当たりの上限30万円）；A事業者;10万円+18台×
30千円⇒上限300千円、B事業者;10万円+8台×30千円⇒
上限300千円、C事業者;10万円+4台×30千円⇒上限220
千円、D事業者; 10万円+3台×30千円＝190千円
・高速バス事業者（新型コロナウイスル感染症の影響によ
る１日当たりの最大減便数×5万円）；京成バス;運休便 7
便×50千円＝350千円、千葉交通;運休便11便×50千円
＝550千円
④タクシー事業者（旭タクシー・アステル交通・干潟タク
シー・丸運タクシー）、バス事業者（京成バス・千葉交通）

－ ○ － － －

Ⅲ-１．観光・
運輸業、飲食
業、イベント・

エンターテイン
メント事業等に

対する支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R2.12  1,910  1,910 
R2補正
（地）



Ａ

Ｂ Ｇ
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とが見込まれる場
合、その事情）
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総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

12 ○ 単 3

新型コロナウ
イルス感染症
対応空床確保
支援事業

①千葉県が実施する千葉県新型コロナウイルス感染症対
策事業のうち病床確保支援事業への上乗せ支援を行うこ
とで感染症患者の受入れ体制の継続を支援する。
②③
県の補助単価(1床/日、一般;52千円、HCU;221千円、
ICU;301千円)の約20％分(1床/日、一般:10千円、HCU;44
千円、ICU;60千円)を支援金として交付する。上限は
100,000千円。
④地方独立行政法人総合病院国保旭中央病院

－ ○ － ○ －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.4以降  100,000  100,000 
支援金の支払いが令
和３年４月になるため

R2補正
（地）

13 ○ 単 ‐
税証明コンビ
ニ交付事業

①庁舎での感染症拡大防止及びマイナンバーカードの普
及促進を推進するため、税証明のコンビニ交付を導入す
る。
②・③　データ構築・移行等作業費；5,720千円、システム
改修費;5,500千円
④地方公共団体

－ － － － －

Ⅳ-３．リモート
化等によるデ
ジタル・トラン
スフォーメー
ションの加速

④行政IT化 R2.10 R3.4以降  11,220  11,220 
導入作業に１０か月程
度要するため

R2補正
（地）

14 ○ 単 1
医療機関支援
金給付事業

①地域の医療体制を守るため、市内に事業所を有する医
療機関に対し支援金を給付することで事業の継続を支援
する。
②支援金経費
③医療機関に対し、20万円×77機関＝15,400千円
④市内に事業所を有する病院、医院、診療所、歯科医院

－ ○ － － －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3  15,400  15,400 
R2補正
（地）

15 ○ 単 94
あさひ健康応
援ポイント事
業

①新型コロナウイルス感染症対策の影響を踏まえた市民
の健康づくりや地域全体の健康なまちづくりを推進するた
め、あさひ健康応援ポイント事業を拡充して実施し応募者
の増加を図る。
②あさひ健康応援ポイント事業の拡充に要する経費
③
・報償金（拡充分の景品購入費）　749人分（1600人－851
人(当初分））、2,371千円（3,000千円－629千円(当初））
・消耗品費;50千円（応募箱×10個）
・通信運搬費;27千円
④１８歳以上の旭市民

－ － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3  2,448  2,448 
R2補正
（地）

16 ○ 補 ‐
母子保健衛生
費補助金

厚労

①感染症予防対策として、乳児健康診査を集団から個別
に切り替える。
②個別健診実施に要する経費
③乳児健康診査料；5,930円×70人＝416千円
④妊婦・乳児

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

①３密対策 R2.4 R3.3  416  416  207  209 
R2補正
（国）

17 ○ 単 ‐
感染症予防対
策事業

①各学校で集団接種していた予防接種（二種混合）を、各
医療機関で個別接種で実施することにより、接種会場の
蜜を避け、感染症のリスクを減らし、学校におけるクラス
ター発生を予防するため。
②二種混合予防接種費の個別接種による増嵩経費
③集団接種費用942,795円-個別接種費用(5,450円×511
人=2,784,950円)=1,842,155円
④小学校6年生

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.4 R3.3  1,843  1,843 

R2当初
（地）

18 ○ 単 ‐
妊婦・乳幼児
健康診査事業

①乳幼児健診は、保護者の付き添いや、啼泣によるエア
ロゾロが発生しやすいなどの感染リスクがあり、密集を避
けるため集団検診を中止し個別健診に切替え実施するこ
とにより、感染リスクを減らし、クラスター発生を予防する
ため。
②乳児健診を集団検診から個別健診に切り替えによる医
療機関に支払う健康診査料の増、消耗品・備品、郵送料
③郵送料;84円×880通＝73,920円、事務用消耗品（ラベ
ルシール等）;22,000円、感染症対策消耗品（フェイスシー
ルド等）;76,000円、健診用消耗品（ロールシーツ等）;7,500
円、健診用備品(つい立て);62,000円×2個×1.1＝136,400
円、健康診査料の補助対象外分;（6,495円－5,930円）×
70人＝39,550円
④乳児、1歳6か月児、2歳児、3歳児

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.4 R3.3  356  356 

母子保健衛生費補助
金(乳幼児健康診査個
別実施支援事業)（厚生
労働省）

R2当初
（地）

19 ○ 単 ‐
福祉事業所支
援金給付事業

①障害福祉事業者の安定したサービスの供給体制の維
持
②事象所における感染症対策経費、衛生資材の購入費
③60事業所×200千円＝12,000千円
④市内で継続してサービスを提供している障害福祉事業
所

－ ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3  12,000  12,000 
R2補正
（地）

20 ○ 単 ‐
特別障害者等
支援給付金給
付事業

①②重症の障害者(児)を介護する家庭に対する経済的支
援として、各手当支給額の2ヶ月分を給付する。
③手当支給額2ヶ月分（㋐72人×54,700円、㋑80人×
29,760円、㋒60人×17,300円）
④㋐特別障害者手当、㋑障害児福祉手当、㋒ねたきり身
体障害者及び重度知的障害者介護手当を受給している
者

－ － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3  7,358  7,358 
R2補正
（地）

21 ○ 単 106
新生児特別定
額給付金給付
事業

①国の特別定額給付金の支給対象から外れている4月28
日以降、令和3年4月1日までに生まれた子どもに対し、国
の特別定額給付金と同額の支援金（10万円）を支給する。
②③　新生児特別定額給付金;100千円×400人、郵便
料;84円×400通×2回=67,200円
④4月28日から令和3年4月1日までに生まれた子どもを養
育する母親

－ － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.4以降  40,068  40,068 
令和3年4月1日までに
生まれた子どもを対象
とするため。

R2補正
（地）
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費

22 ○ 単 ‐
介護事業所支
援金給付事業

①②新型コロナウイルス感染症により厳しい運営状況に
置かれている市内の介護事業所に対して支援金を給付す
ることで、介護事業者の安定したサービス供給体制の維
持を図る。
③支援金;110事業所×200千円
④市内で継続してサービスを提供している介護事業所

－ ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3  22,000  22,000 
R2補正
（地）

23 ○ 単 ‐
家族介護支援
給付金給付事
業

①②新型コロナウイルス感染症の影響により、精神的・経
済的な負担の増えた、要介護４または５の高齢者を在宅
で介護している介護者に対して給付金を支給することで、
介護者の負担軽減と在宅介護生活の維持・継続を図る。
③給付金;280人×24千円＝6,720千円
④在宅で介護している者

－ － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3  6,720  6,720 
R2補正
（地）

24 ○ 単 35
救急活動感染
拡大防止対策
事業

①救急活動中の感染防止及び職場集団感染の抑止
②救急活動用の感染拡大防止資器材及び感染予防資器
材の購入に係る経費
③感染防止衣上下500着;775千円、ブーツカバー500
双;50千円、タイベック300着;386千円、飛沫感染防止ゴー
グル100個;99千円、サージカルマスク10,000枚;346千円、
N95マスク1,200枚;143千円、ディスポーザブル手袋100
箱;165千円、ディスポーザブル手袋ロング40箱;88千円、
非接触温度計4個;25千円、消毒用アルコール500㎖100
本;99千円、手指消毒液5ℓ10本;160千円、車載用オゾンガ
ス発生装置3台;865千円、アイソレーター1台;1,397千円、
殺菌線ロッカー4台;1,122千円
④地方公共団体（消防本部、各消防署）

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.9 R3.4以降  5,720  5,720 

購入予定の物品の生
産が追い付いていない
ため、場合によっては
R3.4以降の可能性があ
る。

R2補正
（地）

25 単 ‐
小・中学校感
染症予防対策
事業

①新型コロナウイルス感染症予防の観点から、小・中学
校のトイレ洋式化及び洗面台の増設等により衛生環境の
改善を図る。また、網戸を設置して窓を開放できるように
し、密閉状態を回避することで感染拡大防止を図る。
②小・中学校トイレ洋式化改修工事、網戸設置工事、洗面
台増設工事、非接触型モニター型検温器・非接触型消毒
器の設置、手洗い場の自動水栓化（一部）
③トイレ洋式化(改修個数300基、工事費226,800千円、設
計委託料10,593千円)、網戸設置工事(10校分)17,592千
円、洗面台増設工事(4校分)33,440千円、非接触型検温
計【67基】・アルコールディスペンサー【267基】・ハンドソー
プディスペンサー【410基】・教卓用アクリル板【328基】
19,706千円、自動水栓交換工事（265基）12,243千円
④小・中学校

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.9 R3.4以降  320,374  320,374 

他施設も含めてトイレ
等の工事が集中するた
め、事業者手配の関係
で工期がR3.3を超える
可能性がある。

R2補正
（地）

26 ○ 単 103
小中学校情報
端末整備事業

①GIGAスクール構想の児童生徒1人1台端末の実現に向
け、タブレットを児童生徒1人1台利用できる環境の整備
②タブレット購入費、無線機器購入費
③タブレット4,700台；「3人に1台分」(地方単独事業)のうち
未整備分(単価78,639円×台数1,567台＝123,228千円)、
「3人に2台分」国庫からの定額補助(45千円/台)への上乗
せ分(上乗せ単価33,639円×台数3,133台＝105,391千
円)、無線LAN機器20校分；81,606千円
④市立小・中学校

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

⑨教育 R2.9 R3.3  310,225  310,225 
公立学校情報機器整
備費補助金（文部科学
省）

R2補正
（地）

27 ○ 補 ‐
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

①学校再開にあたり、感染症対策や学習を保障するため
の費用
②感染予防に係る備品や密を避けて学習を進めるための
学習用具等の補充等
③中央小・第二中4,000千円、嚶鳴小3,000千円、その他
17校2,000千円　計45,000千円
④市立小・中学校

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R3.3  45,000  45,000  22,500  22,500          - 
R2補正
（国）

28 ○ 単 106
準要保護児童
生徒就学援助
費支給事業

①準要保護世帯の臨時休校期間中の昼食費を援助する
②臨時休校期間中の給食費相当額
③小学生;4,190円×2ヶ月×113名、中学生;4,720円×2ヶ
月×76名,合計1,664,380円
④準要保護児童生徒の保護者

－ － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3  1,665  1,665 
R2補正
（地）

29 ○ 単 102
小中学校教諭
補助員拡充配
置事業

①休校による授業時間の減少から夏季休業が短縮され、
授業時間の確保と児童・生徒により多くの学習支援が必
要となることから、教諭補助員の勤務時間を増加する。
②夏季休業等短縮による課業日増に対応するための報
酬等
③小学校教諭補助員報酬(15人);1,126千円、小学校教諭
補助員費用弁償(14人);49千円、中学校教諭補助員報酬
(４人);288千円、中学校教諭補助員費用弁償(4人);8千円
④市立小・中学校

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3  1,471  1,471 
R2補正
（地）

30 ○ 単 ‐

外国語指導助
手（ALT）代替
指導員配置事
業

①JETプログラムの斡旋によるALTが、新型コロナウィル
ス感染症により来日できないため、母語話者による英語
教育の機会均等を保障する
②ＡＬＴが欠員となる学校へ民間ＡＬＴ配置に要する経費
③440千円×6ヶ月(R2.10月～R3.3月)×2名=5,280千円
④市立小・中学校

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3  5,280  5,280 
R2補正
（地）
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費

31 ○ 単 102
修学旅行等の
中止による費
用の支援

①市内小中学校の修学旅行等の中止に伴うキャンセル
料について、学校の負担を軽減する。
②③市内小中学校の修学旅行等キャンセル料20校分；
900,000円
④市立小・中学校

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3  900  900 
R2補正
（地）

32 ○ 単 ‐

公共的空間安
全・安心確保
事業（いいお
かユートピア
センター）

①いいおかユートピアセンターのトイレを洋式化改修し感
染リスクの低減を図る。また、現在設置してある洋式トイレ
の温水洗浄便座への改修を行う。
②③トイレ改修工事１０箇所　2,420,000円
④地方公共団体（いいおかユートピアセンター）

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3  2,420  2,420 
R2補正
（地）

33 単 ‐

公共的空間安
全・安心確保
事業（総合体
育館）

①総合体育館のトレーニングルーム及びメインアリーナの
空調・換気設備整備を実施することで、利用者及び災害
時の避難者の感染リスク低減を図る。
②③トレーニングルーム空調改修工事11,451千円、メイン
アリーナ排風機改修工事5,434千円
④地方公共団体（総合体育館）

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.9 R3.3  16,885  16,885 

R2補正
（地）

34 単 ‐

生涯活躍のま
ち複合型交流
拠点施設整備
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響下において、地方移
住への関心を示す都市住民が若年層を中心に増加傾向
にあることを機と捉え、本市の立地条件を生かした関係人
口創出・拡大及び移住定住を促進するため、「生涯活躍
のまち・みらいあさひ」に整備される民間商業施設内に、
複合型交流拠点施設「（仮称）おひさまテラス」を公設民営
により整備する。
本施設では、十分な感染症対策を考慮した空間設計・設
備等整備を行うとともに、新たな働き方に対応したコワー
キング・シェアオフィススペースや、オンラインを活用した
各種講座・イベント等も開催できる環境等を整備。「遊ぶ・
食べる・学ぶ・つくる・働く・育む」の６つの活動を柱に、地
域資源を活用した交流・活躍プログラムを提供する。
これにより、都市住民に対し地方で「生活・働く・楽しむ」と
いう新たなライフスタイルの選択肢の提供体制が整い、コ
ロナ禍における東京一極集中の是正に寄与するとともに、
都市部からの人材流入による地域社会全体の活性化が
図られる。
②施設整備費負担金（基本設計に係る市負担金）
③施設整備費負担金　21,318千円（基本設計費21,318千
円）
④（仮称）おひさまテラス

－ － － ○ －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

⑬リビングシフ
ト

R2.7 R3.3  21,318  21,318 
R2補正
（地）

35 単 12
新型コロナウ
イルス感染拡
大防止対策費

①新型コロナウイルス感染拡大（クラスター発生）を防止
するため。市職員の感染が確認されたとき、当該職員と接
触のある職員のPCR検査を実施する。また、執務室及び
学校等の公共施設の消毒を実施する。
②PCR検査費用及び消毒に要する経費
③
ア　検体検査委託料（13,500円/人x20人x110%）=297,000
円
イ　消毒委託料【{人件費:5名(170,000円)+資機材:手動ポ
ンプ等4台(60,000円)+消耗品:防護服等15セット(105,000
円)+養生費:ブルーシート等(7,000円)+薬剤費:消毒用アル
コール等(30,000円)+運搬費:薬剤等運搬(30,000円)+廃棄
物処理費:梱包袋等(30,000円)+諸経費:120,000円}x110%】
=607,200円×4か所＝2,428,800円
ア+イ=2,725,800円
④地方公共団体

－ － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

①３密対策 R3.2 R3.4以降  2,726  2,726 

購入予定の物品の生
産が追い付いていない
ため、場合によっては
R3.4以降の可能性があ
るため。
業務委託が集中するこ
とで消毒業務委託等の
実施がR3.4以降となる
可能性があるため。

R2予備費
（地）

36 単 ‐

新型コロナウ
イルスワクチ
ン接種高齢者
タクシー利用
助成事業

①自身で交通手段を確保できない65歳以上の高齢者が、
新型コロナウイルスワクチン接種会場までタクシーを利用
する場合に、タクシー利用券を、一世帯あたり4枚（4000円
分）交付することにより、高齢者の経済的及び心理的負担
を軽減し、高齢者の健康と福祉の向上を図る。
②タクシー利用助成金4,800千円、協力金480千円、タク
シー券印刷費33千円、消耗品20千円、郵送費303千円
③見守りが必要なひとり暮らし高齢者や７５歳以上のみの
高齢者世帯 1,200世帯×（会場への往復×接種回数2回）
＝総乗車数4,800回
タクシー利用助成金;4,800回×1,000円＝4,800千円、協力
金4,800回×100円＝480千円、郵送料　84円×1,200世帯
×3回＝303千円
④自身で交通手段を確保できないひとり暮らし高齢者や７
５歳以上のみの高齢者世帯

－ － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.2 R3.4以降  5,636  5,636 

対象者のワクチン接種
が終了するのが令和3
年5月末までかかる見
込みのため

R2補正
（地）
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③積算根拠（対象数、単価等）
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①休業要
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②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

37 補 ‐
疾病予防対策
事業費等補助
金

厚労

(新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高
齢者等への検査助成事業)
①重症化リスクが高い高齢者等が、介護保険施設等に新
たに入所する（短期入所含む）にあたり、本人の希望によ
り市が委託した検査機関で受検したＰＣＲ検査費用を助成
し、高齢者施設の感染拡大を防止する。ただし、行政検査
の対象となる者は除く。自己負担額は一律5千円とし、市
が徴収する。
②PCR検査委託料に対する市負担額（296,000円）
③総事業費：60人×検査委託料14,850円＝891,000円、
補助対象外経費：300,000円＝自己負担額5,000円×60人
　国費＝（891,000円-300,000円）×1/2（補助率）＝
591,000円
④介護保険施設等に新規入所（短期含む）する高齢者等

－ － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

㉑いずれも該
当しない

R3.2 R3.4以降  891  591  295  296       300 
全市民にワクチン接種
が終了するまで助成を
継続するため

R2補正
（国）

38 単 ‐

介護保険施設
新規入所予定
高齢者等ＰＣ
Ｒ検査費用助
成事業

①重症化リスクが高い高齢者等が、介護保険施設等に新
たに入所する（短期入所含む）にあたり、本人の希望によ
り市が委託した検査機関で受検したＰＣＲ検査費用を助成
し、高齢者施設の感染拡大を防止する。ただし、行政検査
の対象となる者は除く。自己負担額は一律5千円とし、市
が徴収する。NO.37の市単独分。
②PCR検査委託料に対する市負担額（2,069,000円）
③総事業費；210人×検査委託料14,850円＝3,118,500
円、自己負担額；1,050,000円＝5,000円×210人
④介護保険施設等に新規入所（短期含む）する高齢者等

－ － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

㉑いずれも該
当しない

R3.2 R3.4以降  3,119  2,069  1,050 

疾病予防対策事業費
等補助金(新型コロナウ
イルス感染症の流行下
における一定の高齢者
等への検査助成事業)
（厚生労働省）

全市民にワクチン接種
が終了するまで助成を
継続するため

R2補正
（地）

39 単 ‐
ＰＣＲ検査等
費用助成事業

①新型コロナウイルス感染症に対する不安の軽減と感染
拡大防止のため、行政検査対象外の方がPCR検査を受
けた場合の費用の一部を助成する。公共施設等で集団感
染の可能性があると市が認めた者については、市の契約
機関（No.37・38と同じ）で実施するPCR検査費用の全額
（14,850円）を助成する。ただし、行政検査の対象となる者
は除く。
②PCR検査委託料に対する市負担額
③1,350人×自己負担額の1/2（上限5,000円）＝6,750,000
円
④PCR検査を受けた者

－ － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

①３密対策 R3.2 R3.4以降  6,750  6,750 
全市民にワクチン接種
が終了するまで助成を
継続するため

R2補正
（地）


